
































  時  間： 12 月 15 日(火) 16：30－18：00  
  場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館 3階第 311 教室 
 報 告 者： オマール・エベルレ二(キューバ経済研究所副所長) 













Miguel Alejandro Figueras y Omar Everleny Pérez Villanueva, La Realidad de lo imposible: La 
Salud Pública en Cuba, Editorial de Ciencias Sociales, La Habana, 1998.キューバの医療制度を全面
的に解明したもの。 
Omar Everleny Pérez Villanueva ed., Cuba: Relexiones sobre su economía, Universidad de La 
Habana, La Habana, 2002. キューバ人経済学者による現状分析。 
Omar Everleny Pérez Villanueva ed., Reflexiones sobre economía cubana, Editorial de Ciencias 
Sociales, La Habana, 2004. キューバ経済の現状分析論文集  
Jorge I. Domínguez, Omar Everleny Pérez Villanueva and Lorena Barberia ed., The Cuban 
Economy at the Start of the Twenty-First Centuy, Harvard University Press, Cambridge, 2004. ア
メリカとキューバ人学者による論文集 
Omar Everleny Pérez Villanueva ed., Relexiones sobre su economía cubana, Editorial de Ciencias 
Sociales, La Habana, 2006. 2002 年版の改定新版。 
 
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2009 年度における開催(予定)日は以下の通りです。 
 前期： 4 月 21 日（火）、 5 月 19 日（火）、 6 月 16 日（火）、7月 21 日（火） 




























3/25 金 在重慶日本総領事館を訪問 
長安フォードマツダと物流企業を視察 
重慶泊 
3/26 土 河川物流の視察 
重慶市内戦争遺跡と世界遺産大足の視察 
重慶泊 
3/27 日 重慶-北京-関空で帰国  
予定しています旅行費用は、189,000 円(概算、2 人 1 室利用)です。ご希望の方は 2010 年 1 月 30 日ま
でに以下までご連絡いただければ幸いです。 
602-8026 京都市上京区新町丸太町上る春帯町 350 機関紙会館 2F 日中友好経済懇話会訪中団事務局 














（社）大阪能率協会 副会長 アジア・中国事業支援室 最高顧問 























 ベトナム インド 中国 日本 
人口(09年版国連人口白書) 0.86億人 11.98億人 13.46億人 1.28億人 
人口政策 原則2人っ子政策 特に制限なし 一人っ子政策  
内25歳未満人口比率 50.2% 26歳未満50% 38.1% 24.9% 
識字率 96% 64.8% 95%  
GDP･1人当たり、 
実質成長率(2008年実績) 

























電力事情 いずれも不足気味で随時停電あり  




















































 7 日中部の商業都市ダナンへ。当団の松村幹事がかつて社長を勤められた VIJACHIP 社を訪問、原木の
搬入から木材チップ製造に至る工程を視察、トラックからそのままチップ裁断機への究極の在庫ゼロ方
式に感心。続いて D&N Food 社を訪れ、喜多社長のご案内で日本向け水産加工品の製造現場を視察した。

























視察研修旅行を今後ともご支援頂きますよう、宜しくお願い致します。    






































読後雑感 ： ０９年８・１０月発行本－その３  
 11．DEC ．０９ 
美朋有限公司董事長 
   中小企業家同友会上海倶楽部代表 
上海センター外部研究員  小島正憲 
 
１．「中国市場に踏みとどまる！」   ２．「中国問題の核心」   ３．「１冊でつかめる！ 中国近現代史」 






















































































































































































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
  1 月   21.2 7.1  194 26.5 27.6 ▲13.4 109.8 18.9 16.7 
 2 月  (15.4) 19.1 8.7 (24.3) 82 6.3 35.6 ▲38.0 38.3 17.4 15.7 
 3 月 10.6 17.8 21.5 8.3 27.3 131 30.3 24.9 ▲28.1 39.6 16.2 14.8 
 4 月  15.7 22.0 8.5 25.4 164 21.8 26.8 ▲16.7 52.7 16.9 14.7 
 5 月  16.0 21.6 7.7 25.4 198 28.2 40.7 ▲11.0 38.0 18.0 14.9 
 6 月 10.4 16.0 23.0 7.1 29.5 207 17.2 31.4 ▲27.2 14.6 17.3 14.1 
 7 月  14.7 23.3 6.3 29.2 252 26.7 33.7 ▲22.2 38.5 16.3 14.6 
 8 月  12.8 23.2 4.9 28.1 289 21.0 23.0 ▲39.5 39.7 15.9 14.3 
 9 月 9.9 11.4 23.2 4.6 29.0 294 21.4 21.2 ▲40.3 26.0 15.2 14.5 
10 月  8.2 22.0 4.0 24.4 353 19.0 15.4 ▲26.1 ▲0.8 15.0 14.6 
11 月  5.4 20.8 2.4 23.8 402 ▲2.2 ▲18.0 ▲38.3 ▲36.5 14.7 13.2 
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1 ▲30.4 ▲9.5 25.5 29.8 
4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106 ▲23.0 ▲14.9 ▲21.4 ▲35.7 28.4 38.6 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの
貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
